
　常日頃の御支援に心
から感謝申し上げます。
　山形県を代表するサ
クランボ。そのサクラ
ンボも栽培から今年
で１５０年を迎えました。
長年に亘って品種改良
を進めてきて頂いてお
りますが、温暖化の影
響が確実に押し寄せて

きています。今年も高温被害に見舞われ、数量
も作柄も大変な年になってしまいました。
　世界的にも、温暖化の影響によって至る所で
大災害に見舞われており、温室効果ガスの排出
をゼロにするカーボンニュートラルの必要性を
痛感させられました。化石燃料を如何に減らす
のか。本県にあっても「ゼロカーボンやまがた
２０５０」を宣言しており、私達一人ひとりが何を
すべきなのか。そして、再生可能エネルギーを
増やす政策をどう進めていくのかが、今後の課
題と思います。

「憲法を活かす」
　今年の６月に、国際指標として男女間格差に
関する発表がありました。日本は１４８ヵ国のな
かで１１８位にランクされていました。また、賃
金面では同一労働同一賃金と言われていますが、

９３位となっており格差の解消が図られない現状
にあります。
　一方、「憲法」が施行されて７８年を迎えまし
た。憲法第１４条では「性別で差別はしない」と
規定されていますが、全く絵に描いた餅になっ
ています。日本には多くの法律がありますが、
憲法以外の法律は国民が守り、憲法は権力者側
に課せられた国の最高法規です。そのため、憲
法に抵触する法律は違法とされていますし、憲
法に則って国民の生活を守り高める務めが権力
者側に課せられています。
　先頃問題となりました「生活保護費の大幅な
削減」は、憲法２５条の「生存権」に反するとの
判断が最高裁判所から示されました。憲法を活
かすことの重みを、議員である私たちも考えな
ければならない立場にあります。
　前述しました男女間格差の解消が何故進まな
いのでしょうか。また、通常国会の最終盤で、
２８年ぶりに審議に入った「選択的夫婦別姓」に
つきましては棚上げに終わっています。戦後８０
年を迎えましたが、過去の経験や知識、日々接
する情報や周囲の意見など、さまざまなものか
ら影響を受けて形成されるアンコンシャスバイ
アス（無意識の偏見や思い込み）…。封建的な
考え方が今なお支配しているのは、闊達な議論
が行われなかった表れではないでしょうか。

No．57 髙橋けいすけ県議会報告 2025年８月22日（1）

県議会報告
髙橋けいすけ

№ 57 自　宅／山形市高堂1-5-20-3
　　　　☎023-643-4847
県議会／県政クラブ執務室
　　　　☎023-630-3211

2025年８月22日
発行人／髙橋啓介県議会議員
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　去る６月８日から７月１日まで定例議会が行われました。
　この度の議会では、物価高騰に対する支援策と米国関税措置を踏まえた支援策、そしてこれまで
一人だった副知事を二人制にする「副知事条例定数」が提案されました。吉村知事が最初に立候補
した選挙公約に、副知事２名から１名にすることを掲げておりました。その当時の景気は、リーマ
ンショックの影響を受けて大幅に落ち込み財源的にも大変な時期でありました。
　これまで４期１６年に亘って、一人の副知事で支えて参りましたが、行政需要も多岐に亘り大型事
業が増えるなかで、二人制を決断されました。最終日に、採決が行われ賛成多数で可決となりました。

─ 令和７年度 ── 令和７年度 ─
一般会計累計予算額 ：6,780億74百万円一般会計累計予算額 ：6,780億74百万円

６月
定例議会

物価高騰に対する補正額
６月補正予算26億55百万円追加

１　物価高騰の影響を受ける生活者・事業者への支援� １，５２９百万円
　⑴　生活者支援� ４４９百万円
　　⃝県内の高等教育機関で学ぶ学生に対する食の支援� ４３百万円
　　⃝一般家庭等における LPガス料金の負担軽減への支援� ３３２百万円
　　⃝こども食堂等の物価高騰への支援� ２百万円
　　⃝ひとり親世帯へ米の購入支援（児童扶養手当受給世帯）� ７２百万円
　⑵　事業者支援� １，０８０百万円
　【医療機関・社会福祉施設】� 636百万円
　　⃝医療機関の物価高騰への支援（病院、有床診療所、無床診療所・
　　　歯科診療所・助産所・保険薬局・施術所・歯科技工所）� ３７３百万円
　　⃝社会福祉施設の物価高騰への支援（高齢者施設、障がい者施設、
　　　救護施設及び児童養護施設等）� ２６３百万円
　【中小企業等】� 112百万円
　　⃝特別高圧で受電の中小企業等の電気料金高騰への支援� １５百万円
　　⃝酒蔵が用いる原料米価格高騰への支援� ９７百万円
　【農林水産業】� 332百万円
　　⃝畜産農家の飼料価格高騰への支援� ２８５百万円
　　⃝漁業者の燃油価格高騰・資材価格高騰への支援� ３５百万円
　　⃝水産物大型冷蔵庫・製氷工場の電気料金高騰への支援� １百万円
　　⃝放流用種苗生産団体及び内水面養殖業者の
　　　飼料価格・電気料金高騰への支援� ３百万円
　　⃝きのこ生産施設の光熱費上昇への支援� ８百万円

物価高騰対策の主なもの
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２　米国の関税措置を踏まえた事業者への支援
　⃝�製造事業者の販路開拓等に向けた取組みへの支援� ２３百万円
　　�（補助率1/2、上限５０万円〈国内〉、７５万円〈国外〉）
　⃝�商工業振興資金による米国の関税措置の影響を受けた企業に対
する貸付要件の緩和（米国関税措置の影響により売上げが減少している中小企業者
を、地域経済変動対策資金の対象に追加）

⃝中小企業まるっとサポート補助金
　・�中小企業・小規模事業者が行う収益力向上に向けた
　　設備投資への支援� （補助率1/2、上限３００万円）
　・�中小企業・小規模事業者が行うDXに向けた
　　設備投資への支援� （補助率1/2、上限１００万円）
　・�中小企業・小規模事業者が行う事業継続力強化計画やBCPに基づく
　　設備投資への支援　　　　　　　（補助率2/3、上限５０万円）
　・�観光事業者やバス・タクシー等事業者が行うDXの推進や高付加価値化の取組みへ
の支援� （補助率2/3〈DX〉、1/2〈高付加価値化〉上限１００万円又は１５０万円）

⃝米国自動車関税措置等に伴う特別金融相談窓口の設置

【参考】既決予算等対応分

　この度のコメ不足を受けて、石破政権は「米増産」に大転換する動き
になっています。しかし、平成５年にも記録的冷夏により今年以上に大
変な「平成の米騒動」があったのを記憶しているでしょうか。県外の消
費者の方々が、各農家までコメを求め大変な事態になっていました。
　日本の食料自給率の低さはいまや安全保障上の脅威と言えるまで深刻

な状況になってきています。「猫の目農政」といわれない抜本的対応を進めるべきではな
いでしょうか。

日本の
お米

「猫の目農政」とは…猫の瞳孔
は光の量によって大きさが変わ
り、明るい場所では細長く、暗
い場所では丸く大きく開きます。
この変化が激しいことから、変
わりやすい農業政策を揶揄する
表現として使われています。
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７月７日から副知事となりました
折原英人 氏（５１歳）

　１９９８年に旧運輸省に入り、鉄道局での勤
務や航空局・航空ネットワーク部近畿圏・
中部圏空港課長、文化庁参事官などを歴任
された方です。
担当　みらい企画創造部・環境エネルギー
部・産業労働部・観光文化スポーツ部・県

土整備部に関する事項及び労働委員会・企

業局との連絡調整に関する事項

今年の３月２９日から副知事に就任しました
高橋　徹 氏（５９歳）

　新庄市出身で１９８８年に県職員に採用。防
災くらし安心部や総務部の次長などを歴任
し、２０２４年４月から環境エネルギー部長を
務めていました。
担当　総務部・防災くらし安心部・しあわ
せ子育て応援部・健康福祉部・農林水産部・
会計局に関する事項及び教育委員会・人事
委員会・監査委員会・公安委員会・病院事
業局との連絡調整に関する事項

副知事二人制スタート

文教公安常任委員会 質疑状況
　文教公安常任委員会での質疑…①教員の未配
置校が増えており、正規職員の充足率を上げる
ように要請。②調査費が予算化された夜間中学
校の取り組み状況について③歩車分離信号が県
内に３０カ所に設置されているがその効果等につ
いて質問しました。
　参考…警察庁によると、２００２年に全国１００カ
所の交差点で歩車分離信号のモデル運用した結
果、交通人身事故の発生件数が約４割減少し、
そのうち人対車両の事故は約７割減少。こうし
た安全面から徐々に導入が始まり、２０２３年３月
末時点で１万１８４基に達していますが、全国の
信号機（約２１万基）の約４．９％の設置にしかなっ
ていないとのこと。

　進まない要因
として、信号待
ちの時間が通常
より長くなって
しまうこと。し
かし、人身事故
が確実に減る事

を考えれば、出来るだけ増やす方向で進めるの
が道理ではないでしょうか。

特別委員会（こども支援・若者定着対策）
　特別委員会への出席は２年ぶりとなりました。
議会選出の監査委員として任務に当たっていま
したので特別委員会には入っておりませんでした。
　この委員会では、子供の支援及び若者の県内
定着に関して調査研究をしていく事になってい
ます。そこで、増え続ける不登校について意見
を申し上げると共に、最上地区で進めている義
務教育学校（小中一貫の９年生）の成果等につ
いて質しました。特に、「中１ギャップ」と称
して、教育環境が大幅に変わる事によって不登
校生徒が増え続けています。そのギャップを改
善するため、他県では小学校と中学校が連携し
て「小中一貫校」として取り組んでいる所も出
ております。
　是非皆様方からも、「子供さん達が喜んで学
びあえる環境は何なのか」「若者の県内定着が
進む対応」などについて声を寄せて頂ければ幸
いです。歩車分離信号（山形駅西十字路）
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